
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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多賀城市の比率

財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [90,871円]

類似団体内順位

[ 12/56 ]

全国市町村平均

116,701
宮城県市町村平均

118,855

(円)

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

133,817

70,927

99,813

90,871

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [94.1]

類似団体内順位

[ 6/56 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
110.0

105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

103.4

92.1

98.4

94.1

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [6.52人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [18.3%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [329,968円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

多賀城市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
■財政力
・市税や地方譲与税等により増収となったものの、児童手当の支給拡大や生活保護等の扶助費等の増額により、０．６９と類似団体平均
を下回っている。集中改革プランや緊急再生戦略構築のための取組指針に基づき人件費の削減、事務事業の見直しなどによる歳出の削
減に取り組むとともに、自主財源の確保に努め、自立へ向けた行財政運営を行う。
■財政構造の弾力性
・児童手当の支給拡大や生活保護費、各種医療費助成等の扶助費、公債費の増加等により、類似団体平均より上回っている（前年度
100.3％）。生活保護費、各種医療費助成等の扶助費などは、今後も増加の傾向は否めない。集中改革プランや緊急再生戦略構築のた
めの取組指針に基づき人件費の削減やプライマリーバランスの黒字化を進め公債費の抑制に努める。
■人件費・物件費等の適性度
・類似団体をやや下回っている。平成１５年度より管理職手当の削減、時間外勤務の抑制により人件費の圧縮に努めており、また、物件
費等のコスト低減図る。
■給与水準の適性度
・類似団体や全国市平均を下回っている。地域手当の改定凍結や管理職手当の削減、時間外勤務の抑制等に取り組んでおり、今後も、
適正な給与水準の保持に努める。

■将来負担の健全度
・高金利の地方債については、一括償還や借換を行ってきたことで類似団体平均とほぼ同水準までに減少している。平成１５年度から実施し
ているプライマリーバランスの黒字化を保持し、一層の軽減に努める。
■公債費負担の健全度
・浸水対策事業として緊急的な下水道整備事業や土地区画整理事業などの都市基盤整備を進めてきたことで、公債費償還のピークに達す
るため償還金の支出が大きく、一部事務組合等における準公債費負担金等にあっても増加したことから、類似団体平均を上回っている。平
成２１年度以降においては公債費支出が減少し、比率も下がる傾向になると思われるので、今後もプライマリーバランスの黒字化を保持し、
一層の軽減に努める。
■定員管理の適性度
・宅地造成等による人口の増加により、職員の市民１人当たりに対する割合が低くなってきていることや、アウトソーシング等を行い、退職者
の一部不補充などに努めていることから、ほぼ類似団体平均となっている。さらに、平成１８年３月に策定した集中改革プランでは、平成２１
年度までに現職員の５．２％（２５人）を削減することとしている。


